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桶川市新庁舎建設基本設計業務プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

 平成２５年１１月に策定した「桶川市新庁舎建設基本計画」（桶川市ホームページに掲載）

及び本市の地域特性、周辺環境との調和等を十分に理解し、本市が計画している新庁舎の

建設に係る基本設計業務を委託するにあたり、柔軟かつ高度な発想力や設計能力及び豊富

な経験を有する設計者を特定することを目的として実施するものである。 

 

２ 業務概要 

（１）業 務 名 称 桶川市新庁舎建設基本設計業務委託 

（２）発 注 者 桶川市 

（３）業 務 内 容 桶川市新庁舎建設工事に係る基本設計業務 

（４）履 行 期 間 契約締結の日から平成２７年３月２５日まで 

（５）契約限度額 ３２,０００,０００円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

（６）本業務は、「国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した

契約の推進に関する基本方針」に基づき、温室効果ガス等の排出の削減に配慮する

内容をテーマとした技術提案を求め、技術的に最適な者を特定する環境配慮型プロ

ポーザル方式の適用業務である。 

 

３ 事業計画の概要 

（１）建物用途 市役所庁舎（平成２１年国土交通省告示第１５号（以下「告示第１５号」

という。）別添二第四号第２類） 

（２）地名地番 桶川市泉一丁目３３７番３，３３７番４，３３７番５，３４１番１， 

３４２番２，３４２番４ 

（３）敷地面積 約４,１８０㎡ 

（４）地域地区等 

 （ア）用途地域 準住居地域、第一種住居地域 

 （イ）建ぺい率 ６０％ 

 （ウ）容 積 率 ２００％ 

 （エ）防火地域 指定なし 

 （オ）日影規制 ４時間、２.５時間（測定面４ｍ） 

 （カ）道路斜線 １：１.２５ 

 （キ）隣地斜線 ２０ｍ＋１：１.２５ 

 （ク）周辺道路 北東側：市道１－３号線 幅員約９ｍ 

         北西側：県道川越・栗橋線 幅員約２８ｍ（全幅） 

             市道４３６３号線 幅員約６ｍ（側道） 
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（５）計画延べ面積 ８,３００㎡程度 

（６）階数 建設敷地の周辺環境や景観への配慮などを総合的に勘案した階数とする。 

（７）耐震安全性の分類（官庁施設の総合耐震計画基準による） 

 （ア）構造体の耐震安全性     Ⅰ類 

 （イ）建築非構造部材の耐震安全性 Ａ類 

 （ウ）建築設備の耐震安全性    甲類 

（８）概算工事費 約３４億円（外構工事費、付帯施設工事費、現庁舎解体工事費含む） 

         注：設計・監理費、移転費、備品購入費等は含まない。 

（９）事業計画 平成２６年度 基本設計 

        平成２７年度 実施設計 

        平成２８年度から平成２９年度 建設工事（現庁舎解体工事含む） 

 

４ 実施スケジュール 

 内 容 日 付 

第
一
次
審
査 

公告、実施要領等の配付 平成２６年５月２７日（火） 

参加表明書に関する質問書の受付期間  実施要領等の配付の日から 

平成２６年６月３日（火） 

質問書に対する回答 平成２６年６月９日（月） 

参加表明書の提出期限 平成２６年６月１３日（金） 

第一次審査 平成２６年６月２３日（月） 

選定・非選定通知書の送付 平成２６年６月２７日（金） 

第
二
次
審
査 

提案書に関する質問書の受付期間 選定通知書の送付の日から 

平成２６年７月４日（金） 

質問書に対する回答 平成２６年７月１０日（木） 

提案書の提出期限 平成２６年８月１１日（月） 

第二次審査 平成２６年８月下旬 

特定・非特定通知書の送付 平成２６年８月下旬 

 

５ 事務局 

 本業務の事務局は、次のとおりとする。 

 （担 当）桶川市 総務部 新庁舎建設推進課 

 （住 所）〒３６３－００２６ 桶川市大字上日出谷９３７番地の１ 

 （電 話）０４８－７８６－３２１１ 

 （ＦＡＸ）０４８－７８７－５４０９ 

 （e-mail）chosha@city.okegawa.lg.jp 
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６ 審査委員会 

 参加表明書及び提案書の審査は、桶川市新庁舎建設基本設計者選定審査委員会（以下「審

査委員会」という。）が実施する。 

（１）審査委員会名簿（敬称略・順不同） 

氏名等 所属等 

会長    作山 康 芝浦工業大学システム理工学部環境システム学科教授 

職務代理者 宮本 伸子 ものつくり大学参事・教務・情報課長 

委員    樋口 和男 （社）日本建築学会関東支部埼玉支所長 

委員    糸井 政樹 市議会議員 

委員    仲又 清美 市議会議員 

委員    廿楽 実 市民（桶川市区長会長） 

委員    黒須 秀一 市民（桶川市消防団長） 

委員    定行 哲子 市民（桶川市民生委員・児童委員会長） 

 

７ 参加資格及び条件 

（１）プロポーザルに参加できる者の形態は、単体企業とする。 

（２）プロポーザルに参加する者の資格は、次のとおりとする。 

（ア）公告の日前までにおいて、建築コンサルタントを希望業種として平成２５・２６

年度の桶川市建設工事等競争入札参加資格者名簿に登録された者であること。た

だし、登録されていない者であっても、提案書の提出の日前までにおいて、これ

と同等の資格を有していると認められた場合は、この限りでない。 

（イ）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による一級建築士

事務所登録簿に登録された者であること。 

 （ウ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

 （エ）公告の日から契約締結の日までの期間に、桶川市建設工事等の契約に係る入札参

加停止等の措置要領（平成６年桶川市告示第３３号）により、入札参加停止の措

置を受けていない者であること。 

 （オ）公告の日から契約締結の日までの期間に、会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てがなされている者、民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがな

されている者等経営状態が著しく不健全でない者であること。ただし、更生手続

開始決定又は再生手続開始決定を受けている者は、この限りでない。 

（３）プロポーザルに参加するための条件は、次のとおりとする。 

 （ア）当該事務所において、平成１６年４月以降に日本国内で竣工又は実施設計を完了

した延べ面積８，０００㎡以上かつ免震構造又は制震構造の国若しくは地方公共
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団体の庁舎又は告示第１５号別添二第四号第１類若しくは第２類の建築物の設計

実績を有すること。 

 （イ）管理技術者は、平成１６年４月以降に日本国内で竣工又は実施設計を完了した延

べ面積８，０００㎡以上の国若しくは地方公共団体の庁舎又は告示第１５号別添

二第四号第１類若しくは第２類の建築物の設計実績を有すること。 

 （ウ）構造担当主任技術者は、平成１６年４月以降に日本国内で竣工又は実施設計を完

了した免震構造又は制震構造の建築物の設計実績を有すること。 

 

８ 業務実施上の条件 

 「７ 参加資格及び条件」を満たしていることのほか、次に掲げる条件をすべて満たす

こと。 

（１）分担業務分野の再委託 

 （ア）主たる分担業務分野（建築（意匠））を除き、再委託することができる。 

 （イ）構造分野の再委託先は、改正建築士法における構造設計一級建築士による設計へ

の関与ができる資格者が所属していること。ただし、当該事務所に構造設計一級

建築士による設計への関与ができる資格者が所属している場合は、この限りでは

ない。 

 （ウ）設備分野の再委託先は、改正建築士法における設備設計一級建築士による設計へ

の関与ができる資格者が所属していること。ただし、当該事務所に設備設計一級

建築士による設計への関与ができる資格者が所属している場合は、この限りでは

ない。 

  注：構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士の資格者は、国土交通大臣の登録を

受けた登録講習機関が行う講習の課程を修了した通知書を受けた者、若しくは、

構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士証の交付を受けた者であること。 

（２）配置予定技術者 

 （ア）管理技術者は一級建築士であること。 

 （イ）管理技術者及び建築（意匠）担当主任技術者は提出者の組織に所属していること。 

 （ウ）管理技術者及び記入を求める各担当主任技術者は、それぞれ１名であること。 

 （エ）管理技術者が、記入を求める各担当主任技術者を兼任していないこと。また、記

入を求める建築（意匠）担当主任技術者が、記入を求める他の分担業務分野の担

当主任技術者を兼任していないこと。 

 （オ）配置予定技術者は参加表明書の受付日以前に、当該事務所もしくは協力事務所と

直接的かつ恒常的に３か月以上の雇用関係を有していること。 

  注：①「管理技術者」とは、「建築設計業務委託契約書」（平成１０年１０月１日建設

省厚契発第３７号）第１５条の定義による。 

    ②「主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を
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総括する役割を担う者をいう。 

    ③分担業務分野の分類は、告示第１５号による。なお、提出者においてこれ以外

の分野を追加することは差し支えないが、その場合（様式５号）に従い当該分

野の業務内容及び分野を追加する理由等を明確にすること。 

     ただし、この場合において当該分野の技術者の評価は行わない。 

     なお、下表の分担業務分野を分割して新たな分野として設定はできない。 

分担業務分野 業務内容 

建築（意匠） 告示第１５号別添一．１設計に関する標準業務 一．イ、ロ（１）

表中（１）総合 

構造 同上 一．イ、ロ（１）表中（２）構造 

電気設備 同上 一．イ、ロ（１）表中（３）設備（ⅰ） 

機械設備 同上 一．イ、ロ（１）表中（３）設備（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ） 

 

９ 参加に対する制限 

 次に掲げる者は、プロポーザルに参加することができない。 

（１）重複参加 

   提出者、構造分野・電気設備分野・機械設備分野の協力事務所の重複参加は認めな

い。 

（２）審査委員会の委員及びその関係者 

 （ア）審査委員会委員 

 （イ）審査委員会委員が属する企業 

 （ウ）審査委員会及びその家族が主宰し、あるいは役員又は顧問等として実質的に関係

する組織に所属する者 

 （エ）審査委員会委員が大学に属する場合において、その審査委員の研究室に現に所属

する者 

 

１０ 実施要領等の配付 

（１）配付方法 

   桶川市ホームページからダウンロード 

   （http://www.city.okegawa.lg.jp/shisei/47/177/p001790.html） 

（２）配付期間 

   平成２６年５月２７日（火）から平成２６年６月１３日（金） 

 

１１ 参加表明書の提出（第一次審査） 

（１）提出書類 

   参加表明書の提出書類は、指定の様式に基づき作成すること。 
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 （ア）参加表明書 様式１ 

 （イ）技術資料 様式２～６ 

 （ウ）様式３～５に添付する資格・実績確認書類 

（２）参加表明書の提出方法等 

 （ア）提出部数 

    ①参加表明書（様式１） 正本１部 

    ②技術資料（様式２～６） 正本１組、副本１３組（複写可） 

    ③様式３～５に添付する資格・実績確認書類 正本１部 

   注：技術資料は表紙をつけず、様式２～６を１組として左上部をホチキス綴じする

こと。 

 （イ）提出方法 

    提出書類は事務局まで持参又は郵送とする。持参による場合は、平日の午前９時

から午後５時までとする。郵送による場合は、配達証明付書留郵便とし、提出期

限までに必着とする。 

 （ウ）提出書類の受領確認 

    持参の場合は、受領時に提出書類受領確認書を渡す。郵送の場合は、ファクシミ

リにて提出書類受領確認書を送付するので、到着後電話にて事務局にその旨を報

告すること。 

 （エ）提出期間 

    実施要領等の配付の日から平成２６年６月１３日（金） 

 （オ）提出場所 

    「５ 事務局」に同じ 

（３）参加表明書に関する質問の受付及び回答 

 （ア）質問の方法 

    質問は、質問書（様式７）により電子メールにて事務局へ送付すること。 

    なお、第二次審査で使用する提案書の内容についての質問は、この期間での受付

はできない。 

 （イ）質問書の受付期限 

    平成２６年６月３日（火）午後５時まで 

 （ウ）質問に対する回答 

    質問に対する回答は、一括して質問回答書としてとりまとめ、質問書提出者全員

に対し、平成２６年６月９日（月）に電子メールにて回答する。 

    なお、質問回答書については、桶川市ホームページにも公開する。 

    また、質問回答書は、本実施要領の追加又は修正として、実施要領と同様に扱う。 

（４）提出書類の記入上の留意事項 

 （ア）参加表明書（様式１） 
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    代表者印を押印の上、提出すること。 

 （イ）技術職員数・資格（様式２） 

    ①当該事務所の技術職員数・資格について記入すること。 

    ②資格は、一級建築士、構造設計一級建築士、設備設計一級建築士を対象とし、

これ以外の資格については記入しないこと。また、複数の資格を有する職員に

ついては、いずれか一つの資格の保有者として記入すること。 

 （ウ）事務所の同種・類似業務実績（様式３） 

    次の①、②に該当する同種又は類似の業務実績５件を記入する。 

    ①同種業務の実績における対象施設は、平成１６年４月以降に日本国内で竣工又

は実施設計を完了した延べ面積８，０００㎡以上かつ免震構造又は制震構造の

国若しくは地方公共団体の庁舎の設計業務を対象とする。 

    ②類似業務の実績における対象施設は、平成１６年４月以降に日本国内で竣工又

は実施設計を完了した延べ面積８，０００㎡以上の国若しくは地方公共団体の

庁舎又は延べ面積８，０００㎡以上かつ免震構造又は制震構造の告示第１５号

別添二第四号第１類若しくは第２類の建築物の設計業務を対象とする。 

    ③実績が複数ある場合は、同種業務の実績を優先し、かつ規模の大きいものから

記入すること。なお、同種又は類似業務の実績が合わせて５件に満たない場合

は、空欄とすること。 

     なお、記入した業務については契約書（鑑）の写し、業務の完了が確認できる

資料の写し及び様式３の施設の概要が確認できる図面等※１の書類を提出するこ

と。また、ＰＵＢＤＩＳ※２の登録がある場合は、その写しも提出すること。 

     ※１：図面等は、前記①及び②で複合施設の場合は、庁舎及び告示第１５号別

添二第四号の用途の部分を囲むこと。 

     ※２：ＰＵＢＤＩＳとは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」

のことをいう。 

    ④該当する業務実績について、次の項目を記入すること。 

     Ａ 受注形態の欄には、単独、設計共同体又は協力（協力事務所として参画）

の別を記入すること。 

     Ｂ 協力の場合は、発注者の欄に発注者を記入するとともに、元請事務所名に

ついて括弧書きで記入すること。 

     Ｃ 構造・規模・面積の欄には、〔構造種別－地上階数／地下階数、延べ面積〕

を記入すること。〔例：ＲＣ－５Ｆ、○○○○㎡〕 

     Ｄ 受賞歴は、受賞名及び受賞年月を記入すること。 

 （エ）管理技術者・主任技術者の経歴等（様式４） 

    本業務を担当する管理技術者及び記入を求める各担当主任技術者について、次に

従い記入すること。また、同種・類似業務実績及び記入件数は３件とする。 
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    ①経験年数、資格名称 

     Ａ 各技術者について、当該事務所との雇用関係を証明する資料（健康保険証

の写し等）を添付すること。 

     Ｂ 各技術者について、記入した資格を証する資料（資格者証の写し等）を添

付すること。 

    ②同種・類似業務実績 

     Ａ 同種・類似業務内容は、前記「（ウ）①から③」の説明と同じ。 

     Ｂ 該当する業務実績については、前記「（ウ）④」にならって記入し、合わせ

て関わった分担業務分野及び立場（管理技術者、主任技術者、担当技術者

又はこれらに準ずる立場）を記入すること。 

    ③公告日現在、従事している設計業務及び監理業務 

     公告日現在、継続中の手持ち設計業務及び監理業務について、前記「（ウ）④」

にならって記入し、合わせて関わっている分担業務分野及び立場（管理技術者、

主任技術者、担当技術者又はこれらに準ずる立場）を記入すること。 

 （オ）提出者が新たに追加する分担業務分野の主任技術者の経歴等（様式５） 

    提出者において新たに追加する分担業務分野がある場合は、提出すること。 

 （カ）協力事務所（様式６） 

    協力事務所がある場合は提出すること。分担業務分野には、構造、電気設備、機

械設備又は提出者において新たに追加する分担業務分野を記入し、協力事務所の

名称、所在地、代表者、協力を受ける内容及び理由について記入すること。 

 （キ）参加表明書及び技術資料作成上の注意事項 

    ①副本は、提出者（協力事務所を含む）を特定することができる内容の記述（具

体的な社名や実績の名称等）を記入しないこと。 

    ②使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量

法（平成４年法律第５１号）に定める単位とすること。 
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（５）参加表明書の評価基準 

提出書類の評価基準は、下表による。 

評価項目 
評価の着目点 

 判断基準 

事務所の評価 技術職員数 技術職員数を評価する 

有資格者数 有資格者数を評価する 

同種・類似 

業務の実績 

実績の種類、件数、受賞歴について評価する 

配置技術者の 

資格 

専門分野の 

技術者資格 

各担当分野について、資格

の内容を資格評価表によ

り評価する 

主
任
技
術
者 

建築（意匠） 

構造 

電気設備 

機械設備 

配置技術者の 

技術力 

同種・類似 

業務の実績 

次の順で評価する 

①同種業務の実績がある 

②類似業務の実績がある 

（上記に加え携わった立

場、受賞歴も評価する） 

管理技術者 

主
任
技
術
者 

建築（意匠） 

構造 

電気設備 

機械設備 

経験年数 実務経験年数を評価する 管理技術者 

主
任
技
術
者 

建築（意匠） 

構造 

電気設備 

機械設備 

手持ち業務

の状況 

業務の履行期間が重複す

る手持ち業務の状況を評

価する 

管理技術者 

主
任
技
術
者 

建築（意匠） 

構造 

電気設備 

機械設備 

   なお、同種・類似業務の実績の審査において「同種業務」を「類似業務」又は「実

績無し」、また「類似業務」を「実績無し」として評価することがある。 
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１２ 提案書の提出（第二次審査） 

（１）提出書類 

   提案書の提出書類は、指定の様式に基づき作成すること。 

 （ア）提案書 様式８ 

 （イ）技術提案資料 様式９～１０ 

 （ウ）参考見積書（消費税及び地方消費税を含む額） 任意様式 

  注：参考見積書は、審査の対象とはしない。 

（２）提案書の提出方法等 

 （ア）提出部数 

    ①提案書（様式８） 正本１部 

    ②技術提案資料（様式９～１０） 正本１組、副本１３組（複写可） 

    ③参考見積書 正本１部 

   注：技術提案資料は表紙をつけず、様式９～１０を１組として左上部をホチキス綴

じすること。 

 （イ）提出方法 

    提出書類は事務局まで持参又は郵送とする。持参による場合は、平日の午前９時

から午後５時までとする。郵送による場合は、配達証明付書留郵便とし、提出期

限までに必着とする。 

 （ウ）提出書類の受領確認 

    持参の場合は、受領時に提出書類受領確認書を渡す。郵送の場合は、ファクシミ

リにて提出書類受領確認書を送付するので、到着後電話にて事務局にその旨を報

告すること。 

 （エ）提出期間 

    選定通知書の送付の日から平成２６年８月１１日（月） 

 （オ）提出場所 

    「５ 事務局」に同じ 

（３）提案書に関する質問の受付及び回答 

 （ア）質問の方法 

    質問は、質問書（様式１１）により電子メールにて事務局へ送付すること。 

 （イ）質問書の受付期限 

    平成２６年７月４日（金）午後５時まで 

 （ウ）質問に対する回答 

    質問に対する回答は、一括して質問回答書としてとりまとめ、提案書提出予定者

全員に対し、平成２６年７月１０日（木）に電子メールにて回答する。 

    なお、質問回答書は、本実施要領の追加又は修正として、実施要領と同様に扱う。 

（４）提出書類の記入上の留意事項 
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 （ア）提案書（様式８） 

    代表者印を押印の上、提出すること。 

（イ）業務実施方針（様式９） 

    業務実施方針は、次の①及び②について簡潔に記述する。 

①業務への取組体制、設計チームの特徴、設計上特に配慮する事項等（提案を求

めているテーマを除く） 

②設計過程における市民参加及び情報提供の考え方 

 （ウ）特定テーマについての技術提案（様式１０） 

 技術提案のテーマは、次のとおりとする。なお、桶川市新庁舎建設基本計画のほ

か、本市の地域特性、周辺環境との調和等を十分に理解したうえで、①から⑥の

テーマについて検討し、提案すること。 

 ①限られた敷地の中での、地域特性・周辺環境等に配慮した建築計画、土地利用

計画に関する考え方    

 ②防災・災害復旧拠点施設としての役割を果たすことが可能な庁舎実現のための

建築計画、構造計画、建築設備計画に関する考え方 

 ③自然エネルギーの活用や省エネルギー化等による環境負荷の低減に配慮した建

築計画、建築設備計画に関する考え方 

 ④人口減少や少子高齢化が進展し、行政を取り巻く環境が変化する中で、市民が

利用しやすく、時代の変化に柔軟に対応可能な庁舎実現のための建築計画に関

する考え方 

 ⑤建設コストの縮減及び維持管理の容易性やランニングコストの低減に配慮した

建築計画、建築設備計画に関する考え方 

 ⑥その他の提案（提出者のこれまでの実績、経験等を踏まえ、本市の新庁舎建設

に必要となるテーマについて独自に設定） 

 （キ）提案書及び技術提案資料作成上の注意事項 

    ①様式９～１０はテーマごとにＡ４判又はＡ３判１枚とする。ただし、原則はＡ

４判での作成とし、Ａ３判での作成は可能な限り控えること。 

    ②提案は、文章での表現を原則として、基本的考え方を簡潔に記述すること。な

お、文字の大きさは１０．５ポイント以上とすること。 

    ③文章を補完するために必要な視覚的表現については、最小限の範囲とし、具体

的な建物の設計又はこれに類するものに基づいた表現としてはならない。 

    ④具体的な設計図、模型（模型写真含む）、透視図等（コンピュータグラフィッ

クによるものを含む）を使用してはならない。 

    ⑤表、イメージスケッチ、略図等をカラーで表現することは構わない。 

⑥副本は、提出者（協力事務所を含む。）を特定することができる内容の記述（具

体的な社名や実績の名称等）を記入しないこと。 
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    ⑦使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量

法（平成４年法律第５１号）に定める単位とすること。 

（５）提案書の評価基準 

提出書類の評価基準は、下表による。 

評価項目 
評価の着目点 

 判断基準 

業務実施 

方針及び

手法（評価

にあたっ

ては提案

書の内容

及びヒア

リングの

結果によ

り総合的

に判断を

行う） 

業務実施方針 業務への取組体制、設計チームの特徴、設計上

特に配慮する事項等及び設計過程における市

民参加及び情報提供の考え方について、その的

確性、創造性、実現性を評価する 

特定テーマについて 

の技術提案 

特定テーマについて、その的確性（与条件との

整合性が取れているか等）、創造性（工学的知

見に基づく創造的な提案がされているか等）、

実現性（提案内容が理論的に裏付けられてお

り、説得力のある提案となっているか等）を考

慮して総合的に評価する 

業務の理解度及び 

取り組み意欲 

業務の理解度、取り組み意欲のほか、ヒアリン

グの内容を考慮して総合的に評価する 

   なお、具体的な建物の設計又はこれに類するものに基づいていると推測される表現

があった場合には、評価点を下げることがある。 

 

１３ プレゼンテーション及びヒアリング 

（１）プレゼンテーション及びヒアリングは公開で行う。ただし、審査は非公開とする。 

（２）プレゼンテーション及びヒアリングの出席者は、本業務を担当する配置予定技術者

の中から３名以内とする。 

（３）プレゼンテーション及びヒアリングの場所、日付、時間、留意事項等については第

一次審査後に別途通知する。 

（４）プレゼンテーション及びヒアリングの順番は、提案書の提出時に抽選を行い決定す

る。なお、抽選の順番は提案書の受付順とし、持参の場合は提案書の持参者、郵送

の場合な事務局が順番を記入したくじを引き決定するものとする。 

（５）プレゼンテーションは、提出した提案書の内容とし、各提出者において用意したパ

ソコンを用いて説明すること。ただし、提案書に記載された文章、表、イメージス

ケッチ、略図等の範囲であれば、拡大用紙（パネル）、プロジェクター静止画像を使

用することができる。なお、プロジェクター及びスクリーンについては、事務局に

おいて用意する。 

（６）プレゼンテーション及びヒアリングに出席しない場合は、参加意思がないものとみ
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なし原則として審査の対象としない。 

 

１４ 審査方法及び結果の通知 

（１）審査方式 

   本プロポーザルは、二段階審査方式で行う。 

（２）選定等手順 

 （ア）参加資格確認 

    参加表明書を期限までに提出している者のうち、参加資格を満たしている者の参

加を認める。 

 （イ）第一次審査 

    参加表明書の内容について、審査委員会において書類審査、評価を行い、７者程

度を選定する。 

 （ウ）第一次審査結果の通知 

    第一次審査の結果、選定されなかった者に対しては、選定されなかった旨とその

理由を郵送で書面にて通知する。第一次審査で選定された者に対しては、提案書

提出要請書を郵送で書面にて通知する。 

 （エ）第二次審査 

    第一次審査で選定された者から提出された提案書の内容について、審査委員会に

よるヒアリングを実施したうえで、評価を行い、最優秀者及び次点者を特定する。

なお、第一次審査の評価点は第二次審査に持ち越さない。 

 （オ）第二次審査結果の通知 

    第二次審査の結果、最優秀者及び次点者に特定されなかった者に対しては、特定

されなかった旨とその理由を郵送で書面にて通知する。第二次審査で特定された

者に対しては、特定通知書を郵送で書面にて通知する。 

 （カ）異議申し立て 

    審査結果に関する問い合わせ及び異議申立ては、一切受け付けないものとする。 

 

１５ 失格 

次の条件のいずれかに該当する場合には失格となることがある。 

（１）提出資料等が本要領の提出方法に適合しない場合 

（２）提出資料等が本要領に示された条件に適合しない場合 

（３）虚偽の内容が記入されている場合 

（４）その他、本要領に違反すると認められた場合 

（５）審査委員会委員に不当な働きかけをした場合 

（６）審査の公平さに影響を与える行為があったと認められる場合 
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１６ 設計業務契約 

（１）契約の締結 

   最優秀者を業務に係る随意契約の見積書の徴収の相手方とし、契約の交渉を行うも

のとする。ただし、最優秀者に事故等があり、見積書の徴収が不可能となったとき

は、次点者を業務に係る随意契約の見積書の徴収の相手方とする。 

（２）履行期間 

   契約締結の日から平成２７年３月２５日まで 

（３）契約者 

   桶川市 

（４）契約手続きに使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）業務委託金額 

   契約限度額内で、提出された見積書の金額に消費税及び地方消費税を加算した額を

上限として決定する。 

（７）契約保証金 

   桶川市契約規則第１６条の規定に基づくものとする（契約金額の１００分の１０以

上）。ただし同規則第１７条の規定に該当する場合はこの限りでない。 

（８）設計内容 

 （ア）設計業務の実施にあたっては、桶川市と十分協議して進めるものとする。 

 （イ）建設敷地の地質調査業務の委託を別途予定しており、設計業務の実施過程におい

ては、当該業務の受託者との協議を行いながら、設計業務を実施すること。 

（９）委託料の支払い 

   検査合格後に請求に基づき１回で支払う。 

（１０）その他 

   基本設計業務の契約締結者と実施設計業務の契約を予定している。 

 

１７ その他 

（１）辞退について 

   提案書の提出者に選定された者が、提案書の提出を辞退する場合は、書面（書式自

由。ただし、Ａ４判とする。）により、平成２６年８月１１日（月）までに事務局ま

で、持参又は郵送すること。なお、辞退した場合でも、これを理由として以後の業

務発注等に不利益な扱いを受けることはない。 

（２）参加表明書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。提案書について同

様とする。 
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（３）提出期限以降における提出資料の差し替え及び再提出は原則として認めない。また、

本業務の実施にあたっては、提出資料に記入した配置予定の管理技術者及び主任技

術者を原則として変更することはできない。ただし、病床、死亡、退職等のやむを

得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの承諾を桶川市

から得るものとする。 

（４）提出資料の取扱い 

（ア）提出された参加表明書は返却しない。 

（イ）特定されなかった提案書は、提出者の希望がある場合は返却する。返却を希望す

る場合は、その旨を提案書に記入すること。記入なき場合は返却希望がないもの

とみなす。 

（ウ）提出資料の著作権は、提出者に帰属する。 

（エ）提出書類は、審査を行う作業に必要な場合において、その一部又は全部を使用（複

製、転記又は転写等）することができるものとする。 

 （オ）提出資料及びその複製は、審査以外に提出者に無断で使用しないものとする。た

だし、桶川市は提出資料のうち、業務実施方針（様式９）及び特定テーマについ

ての技術提案（様式１０）については、本プロポーザルに関する記録として使用

できるものとする。 

（カ）市は、提出された参加表明書及び提案書について、桶川市情報公開条例（平成１

３年桶川市条例第１３号）の規定による請求に基づき、第三者に開示することが

できるものとする。ただし、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあると認められる情報は、非公開となる場合があ

る。 

（５）工事受注資格の喪失 

 （ア）本業務を受注した者（その者が本件業務の遂行にあたって協力を得ようとする者

を含む。）は、本件業務に係る工事の入札に参加し、又は当該工事を請け負うこと

ができない。 

 （イ）本業務を受注した者（その者が本件業務の遂行にあたって協力を得ようとする者

を含む。）と建設業者との間に次に掲げる事実が認められる場合は、当該建設業者

は、本件業務に係る工事の入札に参加し、又は当該工事を請け負うことができな

い。 

    ①一方が他方に出資していること。 

    ②一方の代表取締役が他方の取締役を兼ねていること。 


